
2019年度（令和元年度）障がい者支援計画の進捗状況（総評）
第1章 共に支えあって暮らすために

P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

啓発・広報の推進 ・心の輪を広げる体験作文・啓発ポスター
（応募数） 作文123編、ポスター48点

心の輪を広げる体験作文・啓発ポスターの募集件数につい
て、前年度に比べ作文は増加したものの、ポスターは減少し
ている。取組む学校が限定されている傾向にある。

新規で取組を実施する学校を増やす必要があるなど、引き
続き、方法の検証を行いながら、取組を進める。

人権教育・福祉教育の充実 ・いじめ対策
すべての学校において、いじめの未然防止に取り組んだ

「いじめについて考える日」の取組の充実が必要。 引き続き「いじめ防止対策推進法」に基づいたいじめ対応の
徹底を図る。

わかりやすい情報発信とコミュ
ニケーション支援の充実

手話奉仕員養成研修
（受講者）714名

手話言語条例の制定で手話への関心が高まっていると考え
られるため、一定数の受講者の確保はできている。修了者
率の向上（修了者519名、73％）が課題。

引き続き全区で実施できるよう運営し、修了者率の向上に
向けて課題を整理する。

P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

サービス利用の支援 ・市民後見人の養成
（R2.3末までに講座修了者46人、バンク登録者42人）

多くの人に市民後見人の活動や必要性を理解してもらえる
よう、引き続き効果的に普及啓発する必要がある。

後見人支援部会では、養成講座に参加しやすいように、開
催場所・時間帯・内容等の更なる工夫を検討していく。

相談、情報提供体制の充実 ・総合的な相談支援体制の充実
令和元年度より全区において事業を実施しており、各区にお
いて「つながる場」を開催するなど着実に取り組んだ。

全区展開初年度であり、取組みが低調な区もある。 研修会の開催や好事例の共有のほか、「総合的な相談支
援体制の充実に向けた行動指標 」を活用し、市全域にお
いて事業の水準を高めていく予定である。

障がいを理由とする差別の解
消に向けた取組

・広報啓発（卓上カレンダー 5,000部、リーフレット
22,500部、マニュアル概要版 5,000部）
・研修会（参加者55人）

広報啓発については、障がい者虐待の通報相談窓口の周
知及び啓発に活用され、通報、届出件数も増加した。研修
会については、当日の参加者は昨年度水準を保ったものの、
目標人員に達していない為、参加者増となるよう周知方法
及び講演内容等の検討が必要。

今後も引き続き啓発物の作成配付により効果的な周知啓
発を継続する。
研修会については参加者増に資するよう、報道等を参考に
社会情勢に配慮し、市民の関心を集める講演内容を検討
する。

在宅福祉サービス等の充実 ・重度身体障がい児（者）日常生活用具給付事業
（給付実績） 62,317件
①検討会議（外部委員の意見聴取）開催
②担当者会議（市民の要望や課題等の収集）開催

日常生活用具の給付対象者に確実に当該用具を給付す
ることができた。
また、時勢に対応した的確な事業となるよう2種の会議を開
催し、日常生活用具に係るニーズの把握並びに福祉用具
や同市場に係る最新情報の収集、事業内容の検討を行っ
た。

引き続き、日常生活用具を確実に給付するための予算確
保に努めるとともに、2種の会議を活用して、時勢に対応し
た的確で効果的な事業とするよう、事業内容や品目の見
直し等について検討し、見直しが必要な内容については施
策（事業）に反映するよう努める。

第2章 地域での暮らしを支えるために
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P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

居住系サービス等の充実 グループホーム事業
月あたり利用人数 2,673人
※30年度実績：月あたり 2,457人

・グループホームの利用にあたり、重度の障がいのある方が増
えており、現行基準で考えられているグループホームの人員だ
けでは支援できない部分がでてきている。
・また、生活保護・非課税世帯を対象とした上限月額1万
円があるが、家賃は、各グループホームごとに決められている
ことから、家賃が高額のため入居できないこともある。

引き続き事業を実施していくが、個人単位でのホームヘルプ
サービスの制度や、各種加算などの制度の継続について、引
き継き、利用しやすい制度となるよう、国に対して要望する。

日中活動系サービス等の
充実

就労定着支援
月あたり平均 278人

事業所新規開設が少なく、利用者が増えず、大幅に計画
値を下回った。

引き続き事業を実施していくが、必要に応じ制度の見直し
等の働きかけも含め取り組んでいく。

障がいのあるこどもへの支援
の充実

大阪市医療的ケア児の支援に関する検討会議の設置
1回開催

保健・医療・福祉・教育等の施策分野ごとに地域の課題や
対応策を共有する中で、各施策分野ごとに把握する対象
児童が異なることが明らかとなった。切れ目ない支援の実現
には、行政が支援の対象となる医療的ケア児を包括的に把
握する仕組みを確立できていないことが課題である。

各関係機関が把握する「対象者」や「把握の契機」の共有
を図ることで、支援の対象となる医療的ケア児を漏れなく把
握する仕組みの構築を目指す。

スポーツ・文化活動の振興 スポーツ・文化活動への参加の促進
スポーツ・文化活動の環境整備
スポーツ・文化活動の推進

大阪市障がい者スポーツ大会の開催や、全国障害者スポー
ツ大会への選手団派遣等を行い、今期についても、前期同
様参加促進を図ている。

より多くの障がいのある方が参加できるよう大会の普及・啓
発に引き続き努める。また環境整備についても、障がいのあ
る人もない人も誰もが一緒に気軽にスポーツに親しみ、楽し
める機会づくりや環境づくりに引き続き取り組んでいく
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P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

施設入所者の地域生活へ
の移行に向けた意識づくり

地域移行支援（精神除く）
訪問施設 12か所

施設を訪問することで、入所者の状況や地域移行に対する施設
の意向について把握することができた。また、実際に地域移行した
ケースや、地域の社会資源等についての情報提供を行い、施設
職員の認識を深めることにつながっている。

市内すべての施設を訪問し、施設との連携の強化、情報提供の充実
を図っていく。

地域生活への移行を支援
する仕組みづくり

基幹相談支援センターによる地域移行のコー
ディネート

障がい者基幹相談支援センターと入所施設、指定相談支援事
業者との日ごろからの連携強化が必要。

施設訪問による障がい者基幹相談支援センターと入所施設の顔の見
える関係づくりを進めるとともに、障がい者基幹相談支援センターの指
定相談支援事業者への後方支援の取組などを通じて、障がい者基幹
相談支援センターがコーディネート機能を十分に発揮できるように努め
ていく。

地域で暮らすための受け皿
づくり

グループホーム整備助成 ・助金を希望する開所希望の法人について、うまく手続きにつなげ
ている。

引き続き年度内開所に向かって支援していく。

精神科病院との連携 地域移行・地域生活支援事業
病院訪問啓発活動及び連絡調整17件

前期8ポイント増加しており、着実に進捗できている。 ケース相談、入院患者面接等各区精神保健福祉相談員との連携、
病院職員との関係づくりのためにも引き続き、病院訪問を行う。

地域活動支援センター(生
活支援型)等との連携

地域活動支援センター(生活支援型)と協力
し、相談支援事業所研修を開催（2回）

前期同水準の参加人数であり、一定の効果をあげている。 精神科病院からの退院支援に役立つスキルアップ研修を相談支援事
業所に行う。

精神科病院入院者への働
きかけ・支援

ピアサポートの活用に係る事業 等
開催数 ８回、修了者 ６人

前期同水準の参加人数であり、一定の効果をあげている。 ピアサポーターの養成とピアサポーターによる啓発活動を引き続き行う。

地域住民への理解のため
の啓発

ピアサポートの活用に係る事業
ピアサポーターによる啓発講座を実施

前期同水準の参加人数であり、一定の効果をあげている。 ピアサポーターによる啓発講座を引き続き行う。

家族への働きかけ 精神障がい者家族教室
（275回開催、1,645人参加）

前期同水準の参加人数であり、一定の効果をあげている。 家族教室を引き続き行う。

精神障がいにも対応した地
域包括ケアシステムの構築

保健・医療・福祉関係者による協議の場を
設置するにあたり、有識者等の意見聴取、関
係部局との調整を行った。

関係部局との調整を行ったが、協議の場の設置に至っていない。 引き続き協議の場の設置に向けた準備を行う。

第３章 地域生活への移行のために
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P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

教育・保育施設における教
育・保育内容の充実

児童発達支援等利用者負担給付金事業 児童発達支援事業利用児童のうち利用者負担が
生じる保護者に対して、全員に周知し、また当該事
業の事業者への周知も行っていることから、対象とな
る児童の保護者から申請等の必要な手続きが行わ
れ、結果として利用者負担の軽減を行った。

令和元年10月より国の事業として幼児教育無償化を実施したため、
本事業は終了

義務教育段階における教
育の充実

マルチメディアデイジー教科書の活用
小学校 109校 666名
中学校 26校 68名

前期、小学校 79校 414名 中学校 18校 45
名であったことから、活用について一定進んでいる。

引き続き、マルチメディアデイジー教科書活用等、環境の整備に努める。

後期中等教育段階におけ
る教育の充実（高等学
校・高等部）

インクルーシブ教育システムの充実と推進
「個別の支援計画」作成・活用の充実に向け、研修等を通
して、各校園への周知を図った

継続した支援が実施できるよう、関係機関（教
育・福祉・医療等）との連携を深める

「個別の教育支援計画」の作成及び効果的な活用に向け、各校園へ
の周知を充実を図る

生涯学習や相談・支援の
充実

成人学校
聴覚障がい者を対象とした成人学校の開催４講座 55回
視覚障がい者を対象とした成人講座の開催２講座 13回

前期同水準で開催できているが、参加者の固定化
している。

若年層の参加促進に向けて、ニーズの掘り下げや広報の工夫を行って
いく。

教職員等の資質の向上 教職員等の資質向上の取組
特別支援教育実践講座、特別支援教育コーディネーター
研修等 15種類 100回

前期同水準で開催できている。
特別支援教育に関するさらなる専門性の向上が必
要。

認定講習の充実を図り、障がいに関する専門性の向上を図る。

就業の推進 大阪市職業リハビリテーションセンターにおける職業訓練
【大阪市職業リハビリテーションセンター】
・OA実務コース・ビジネスパートナーコース・ワーキングスキル
科・ワークアドバンスト科・ジョブ・コミュニケーション科 【大阪
市職業指導センター】
・職業基礎科・総合流通科

前期同水準により実施。
就労に向けた実習や生活指導を行い、社会適応
能力の習得及び職業自立を支援することが必要。

引き続き、取組を推進していく。

就業支援のための施策の
展開

障がい者就業・生活支援センター
〇中央センター 1か所、地域センター 6か所
利用登録者数 4,841人（うち新規 532人）
相談件数 21,502件
就職者数 218人 定着支援件数 1,765件

前期同水準により実施。
就業促進と職業安定を図ることが必要。

引き続き、取組を推進していく。

福祉施設からの一般就労 就労移行支援事業所の確保
事業所数 159か所（31年度当初時点）

前期より8カ所増加し、一定数の確保ができている。 引き続き、取組を推進していく。

第４章 地域で学び・働くために

19ページ上段

20ページ上段

20ページ下段

21ページ下段

22ページ中段

23ページ上段

24ページ上段

25ページ上段



P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

生活環境の整備 大阪市建築物の整備、改善
公園の身体障がい者用トイレ（多機能トイレを含む）1公園で整備。
民間事業者に対する事前協議
協議件数 507件

身体障がい者用トイレの設置は進んでいるものの、依然として
未設置の公園が多数点在している。
また、事前協議については、一定数の協議を行うことにより、バ
リアフリー化の推進に努めた。

引き続き、公園の利用形態や必要に応じ、身体障
がい者用トイレの整備及び、「大阪市ひとにやさしいま
ちづくり整備要綱」に基づき、関係事業者と協議や指
導を行いバリアフリー化の推進を図ります。

移動円滑化の推進 基本構想策定25地区 特定事業計画の主な整備状況
公共交通特定事業：エレベーター等 駅の段差解消 100%
誘導ブロック内方線等 ホームの安全対策 100%
車いす対応トイレの設置 98.4%
道路特定事業：主要な経路への誘導用ブロック敷設 等 88.8%
交通安全特定事業：主要な交差点への音響信号機の設置 100%

基本構想策定後、一定のバリアフリー化が図られてきたが、す
べての項目において100%の整備を行う必要がある。

引き続き、積極的な取り組みを特定事業者に促して
いく。

暮らしの場の確保 市営住宅
中層住宅のエレベーター設置実績 2棟

大阪市営住宅ストック総合活用計画」に基づき、エレベーター
のない中層住宅には、可能な限りエレベーターを設置する必
要がある。

引き続き、設置に努める。

防災・防犯対策の充
実

大阪市避難行動要支援者避難支援計画(全体計画）
・「避難行動要支援者名簿」を作成し、自主防災組織をはじめとする避
難支援等関係者への提供。

避難支援等関係者への名簿の提供をすすめ、災害時におけ
る地域の取り組みについて支援を行う必要がある。

引き続き、大阪市避難行動要支援者避難支援計
画(全体計画）
取り組みを行う。

第５章 住みよい環境づくりのために
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第６章 地域で安心して暮らすために

P：計画 D:実行 C:評価 A:改善

総合的な保健、医療
施策の充実

心身障がい者リハビリテーションセンターにおける健康診査事業
在宅の障がいのある方を対象に、病気の早期発見及び二次障
がいの予防などを行い、健康と福祉の増進をはかるため障がい者
健康診査事業を実施。（件数：513件）

障がいのある人にとって、二次的機能障害は生活
上の困難の大きな原因の一つとなっているため、啓
発に努めるとともに受け入れ体制の充実を図る必要
がある。

二次的機能障がいの予防と病気の早期発見を目的とした障がい者健
康診査事業を継続し、健康管理の増進に努める。

地域におけるリハビリ
テーション・医療の充
実

心身障がい者リハビリテーションセンター
・大阪市域のリハビリテーション活動向上を図るため、協議会を機
軸とした関係機関相互の連携。
・協議会に設置された2つの専門部会では、より具体的かつ専門
的な課題について検討・調整。
・関係機関に従事する職員の資質向上を図るため、関係機関
職員研修会を実施。

障がい者福祉をとりまく状況は、施策や制度、関係
法令等の変化に伴い、現状に見合った協議会のあ
り方について検討し、必要な見直しを進めなければ
ならない。

今後も、目的を達成するための取組みを進め、リハビリテーション活動の
推進に必要な事業を実施する。

療育支援体制の整備 心身障がい者リハビリテーションセンター診療所
就学前の乳幼児を対象に、各区保健福祉センターからの依頼に
基づき、運動発達に関する相談と発達障がいに関する相談検査
をそれぞれ小児科で実施している。
新規103件、再診260件、PT訓練28件、その他1,228件

近年、療育相談の充実に対するニーズは非常に高
く、発達障がい（疑い含む）の相談が大半を占め
ている。関係機関と連携をより一層密にし、各種相
談、医学的診断・検査、発達評価の充実が必要。

障がいのある子どもやその保護者等が安心して地域で暮らせるよう関
係機関等が連携して療育支援体制の充実に努める。

難病患者への支援 難病患者療養相談事業
療養相談会参加者数（延べ） 413人
満足度 参加者アンケート結果 95.5%

引き続き対象者のニーズを把握し満足度の維持向
上を図る必要がある

引き続き、アンケート等で参加のニーズを把握し、内容を検討し満足度
の維持向上を図る
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